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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　キャリア周波数が異なる複数の周波数バンドからなる周波数ホッピングの信号がドップ
ラシフトを受けて周波数が変化した受信信号について、各周波数バンドの受信信号を、各
々、当該周波数バンドの送信時周波数との差周波数を有する複数サンプルのベースバンド
信号に変換するベースバンド変換部と、
前記各周波数バンドの複数サンプルからなるベースバンド信号を各々フーリエ変換して、
周波数スペクトルを生成するフーリエ変換部と、
前記周波数スペクトルを変換後の同一時刻ビン番号に関して、周波数バンド毎に前記キャ
リア周波数に対応して異なる参照時刻で逆離散フーリエ変換して変換サンプル列を得る逆
フーリエ変換部と、
前記複数の周波数バンドに対応する逆離散フーリエ変換された前記変換サンプル列を用い
て相関行列を生成し、超解像度法によりドップラ周波数を検出する周波数検出部と、
を有することを特徴とするパラメータ検出器。
【請求項２】
　前記逆フーリエ変換部は、
複数の前記参照時刻の間隔が、いずれかの周波数バンドのキャリア周波数に対して前記複
数サンプルのベースバンド信号の時刻間隔と等しくなるよう参照時刻を設定することを特
徴とする請求項１記載のパラメータ検出器。
【請求項３】
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　キャリア周波数が異なる複数の周波数バンドからなる周波数ホッピングの信号がドップ
ラシフトを受けて周波数が変化した受信信号について、各周波数バンドの受信信号を、各
々、当該周波数バンドの送信時周波数との差周波数を有する複数サンプルのベースバンド
信号に変換するベースバンド変換部と、
前記各周波数バンドの複数サンプルからなるベースバンド信号を、変換後の同一周波数ビ
ン番号に関して、周波数バンド毎に前記キャリア周波数の波長に対応して異なる参照周波
数で離散フーリエ変換して周波数スペクトルを生成するフーリエ変換部と、
前記周波数スペクトルを逆フーリエ変換して変換サンプル列を得る逆フーリエ変換部と、
逆フーリエ変換された複数の周波数バンドに対応する前記変換サンプル列を用いて相関行
列を生成し超解像度法によりドップラ周波数を検出する周波数検出部と、
を有することを特徴とするパラメータ検出器。
【請求項４】
　前記フーリエ変換部は、
フーリエ変換後の複数の周波数ビンに対応する前記参照周波数の範囲を前記複数の周波数
バンドの中心周波数、または、前記複数の周波数バンドの中央の周波数バンドに対して、
前記複数サンプルのベースバンド信号の時刻間隔に対応して決定する周波数となるように
決定することを特徴とする請求項３記載のパラメータ検出器。
【請求項５】
　一系列の前記変換サンプル列のサンプル個数は、一系列の前記複数サンプルのベースバ
ンド信号のサンプル個数と等しいことを特徴とする請求項３記載のパラメータ検出器。
【請求項６】
　前記超解像度法は、
ＭＵＳＩＣであることを特徴とする請求項１記載乃至請求項４記載のパラメータ検出器。
【請求項７】
　前記ドップラ周波数からドップラシフトの原因となる移動速度を計算する移動速度計算
部を更に有することを特徴とする請求項１記載乃至請求項６記載のパラメータ検出器。
【請求項８】
　中心周波数を前記複数の周波数バンドに対応してステップ状に変化させた複数のパルス
の目標からの反射波を受信する受信部と、
請求項７記載のパラメータ検出器と、
を有し、
前記ベースバンド変換部は、
前記パルスを復調し、復調後のパルスからパルス代表値を抽出して前記複数サンプルのベ
ースバンド信号とし、
さらに、
前記パラメータ検出器の移動速度計算部にて算出した移動速度に基づいて前記各周波数バ
ンドの周波数ステップ代表値を抽出し、
前記パラメータ検出器の移動速度計算部にて算出した移動速度に基づいて前記周波数ステ
ップ代表値を補正し、前記補正後の周波数ステップ代表値から前記目標のレンジを推定す
るレンジ推定部を、
有することを特徴とするステップ周波数合成帯域型のレーダ装置。
【請求項９】
　請求項８記載のレーダ装置から出力される移動速度およびレンジを用いて誘導飛翔体を
誘導するための制御信号を生成することを特徴とする誘導装置。
【請求項１０】
　入力された複数のサンプル列から、複数のスナップショットを生成するスナップショッ
ト生成部と、
前記複数のスナップショットから相関行列を生成して、検出対象の情報を超解像度法によ
り推定する超解像度法実行部と、
を有し、
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各サンプル列に含まれる前記検出対象の情報を示すパラメータの値が、同一検出対象であ
ってもサンプル列によって異なっており、かつ、前記パラメータの値が同一検出対象につ
いてサンプル列毎に異なる比率が既知であるとき、
前記スナップショット生成部は、
前記複数のサンプル列に少なくとも１回のフーリエ変換、または、逆フーリエ変換を施し
、そのうち少なくとも１回の前記変換の際に、前記比率に対応して変換のスケールを変更
して前記複数のスナップショットを得ることを特徴とするパラメータ検出器。
【請求項１１】
　前記超解像度法は、
ＭＵＳＩＣ、ＥＳＰＲＩＴ、ＭＯＤＥの何れかであることを特徴とする請求項１０記載の
パラメータ検出器。
【請求項１２】
　前記検出対象の情報は、
速度、距離、或いは角度の何れかであり、
前記パラメータは、
周波数、時刻、アンテナ間隔に対する遅延量の比であることを特徴とする請求項１０記載
のパラメータ検出器。
【請求項１３】
　入力された複数のサンプル列から複数のスナップショットを生成し、前記複数のスナッ
プショットから相関行列を生成して検出対象の情報を超解像度法により推定するパラメー
タ検出方法において、
各サンプル列に含まれる前記検出対象の情報を示すパラメータの値が、同一検出対象であ
ってもサンプル列によって異なっており、かつ、前記パラメータの値が同一検出対象につ
いてサンプル列毎に異なる比率が既知であるとき、
前記複数のサンプル列に少なくとも１回のフーリエ変換、または、逆フーリエ変換を施し
て前記複数のスナップショットを得て、そのうち少なくとも１回の前記変換の際に前記比
率に対応して変換のスケールを変更することを特徴とするパラメータ検出方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、パラメータ検出器、レーダ装置、誘導装置、及びパラメータ検出方法に関す
る。
【背景技術】
【０００２】
　レーダ測距の高解像度化の方法として合成帯域レーダがある（例えば、非特許文献１参
照）。合成帯域レーダはチャープパルスレーダの周波数を離散化し、ステップ状に周波数
を変化させて測距を行う方式である。周波数を変化させていく期間が非常に長いため、そ
の期間内に目標が移動すると、正しい検出ができないことが知られている。そのため、受
信信号のドップラ周波数から目標の移動速度を検出し、目標の検出期間中の移動分を補正
してから距離検出を行う。
【０００３】
　合成帯域レーダは、補正に利用した移動速度の誤差に比例した大きさのレンジ誤差を発
生させる。殆どの場合、レンジ誤差については、レンジ推定時のデータに重畳された雑音
によるレンジ変動よりも、その前段階での速度検出誤差の影響が大きい。従って、合成帯
域レーダで高いレンジ検出精度を得るためには速度検出誤差を小さくする必要がある。
【０００４】
　速度は、通常、同一周波数ステップの複数のパルスをフーリエ変換して、そのピークで
与えられるドップラ周波数から推定する。
【０００５】
　目標のドップラ周波数を検出する際、受信パワーが十分大きければ１つの周波数ステッ



(4) JP 5620216 B2 2014.11.5

10

20

30

40

50

プのパルス列のみから十分な精度で速度を推定することが可能である。十分な受信パワー
が得られない場合は、複数の周波数ステップでのデータを合わせて推定することによって
、精度を高める。通常は、複数の周波数ステップのスペクトルの位相を除去して、振幅や
パワーのみにしてから周波数毎に加算するノンコヒーレント加算と呼ばれる方法が採られ
ることが多い（例えば、非特許文献２参照）。位相を除去して振幅やパワーのみにするの
は、複数のスペクトルでピーク成分の位相が合う保証が無いためである。このような振幅
による加算でも、抽出したい信号以外が熱雑音などのランダムな雑音であれば、加算によ
って平均化されて凹凸を小さくでき、信号のピークを際だたせて、検出性能を向上させる
ことが可能である。
【０００６】
　ところで、ドップラ周波数は、目標とレーダの相対的な移動速度と送信波の周波数に比
例する。ステップ状に周波数を変化させると、ドップラ周波数もそれに比例して変化する
。従って、複数の周波数ステップのスペクトルをノンコヒーレント加算する場合、目標の
相対移動速度が非常に速い、あるいは、周波ステップ間隔が中心周波数に対して非常に大
きい場合など、同一目標のスペクトルであっても、スペクトルのピーク位置が周波数ステ
ップによって明確に異なることがある。このような場合、ノンコヒーレント加算をしてピ
ーク検出した結果を全体の中心周波数に対するドップラ周波数と仮定して、移動速度に換
算する。しかし、周波数選択性フェージングなどによって、周波数ステップ毎に受信パワ
ーが異なるような場合、全体の中心周波数に対するドップラ周波数と仮定して移動速度を
計算すると、速度誤差が大きくなることがある。
【０００７】
　これに対し、特許文献１では、各周波数ステップのパルス列をフーリエ変換する際に、
各周波数ステップのキャリア周波数の波長に対応して、フーリエ変換のスケールを変更す
る方法を提案している。これによると、全ての周波数ステップで同一移動速度のドップラ
周波数のピーク位置を揃えることが可能であるため、周波数ステップによってピークの高
さにばらつきがあっても、ノンコヒーレント加算の結果のピークの位置がばらつくことは
なく、安定したドップラ周波数ピーク検出、すなわち、速度検出が可能となる（例えば、
特許文献１参照）。
【０００８】
一方、フーリエ変換で得られたスペクトルの分解能の限界は、目標のＳＮＲ（Ｓｉｇｎａ
ｌ　Ｎｏｉｓｅ　Ｒａｔｉｏ）とは関係無く、ほぼ、フーリエ変換前のサンプル列に適用
した窓の形状で決定し、それより小さくすることは出来ない。従って、複数の速度の異な
る目標が同時に存在した場合、その２つがフーリエ変換時にピークが分かれる程度に速度
が離れていないと、その２目標のパワーが近い場合、２つの速度の中間の速度を検出し、
その結果、合成帯域後のレンジ誤差が非常に大きくなる可能性がある。
【０００９】
　フーリエ変換による解像度の限界を超える方法には超解像度法がある。例えば、ＭＵＳ
ＩＣ　（Ｍｕｌｔｉｐｌｅ　Ｓｉｇｎａｌ　Ｃｌａｓｓｉｆｉｃａｔｉｏｎ）のような方
法であり、解像度がＳＮＲに対応して向上するため、受信パワー次第では、フーリエ変換
の場合より近い２周波数の分離が可能となる。
【００１０】
　周波数検出にＭＵＳＩＣのような超解像度法を適用する場合、受信した時系列のサンプ
ル列から相関行列を生成して、その相関行列に含まれる、時系列信号のサンプル間の位相
差を推定していく。ｉ番目の受信信号サンプル列Ｘが、
【数１】

【００１１】
であるとする。ｘはサンプル、Ｎｐはそのサンプル列のサンプル個数、Ｔは複素共役転置
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である。このような受信信号サンプル列をＮｆ個準備し、
【数２】

【００１２】
のように、相関行列Ｒｘｘを生成する。Ｈは複素共役転置である。Ｘ（ｉ）は、通常、検
出したい周波数解像度に基づいて、相関行列のサイズに対応するＮｐを決定し、時系列の
サンプル列から連続してＮｐ個のサンプルを選択して生成する。各ｉのＸまたはＸＸＨを
スナップショットと呼ぶが、スナップショット間でｘが互いにオーバーラップしてもよい
。このように生成した相関行列は、実質的に下式の様になっている。

【数３】

【００１３】
ただし、Ａはモード行列、Ｓは含まれる１つ以上の信号の個々のパワーを対角成分に持ち
、それ以外は０の行列、σは雑音パワー、Ｉは単位行列である。モード行列Ａは含まれる
信号のステアリングベクトルａを列ベクトルとして持つ行列である。

【数４】

【００１４】
ωはその信号の角周波数、Ｔｓはサンプル間隔である。従って、ステアリングベクトルは
、信号のサンプル間の位相差を規定するベクトルであって、ＭＵＳＩＣなどの推定法は、
ステアリングベクトル、周波数検出の場合には、ステアリングベクトルの各要素間の位相
差を求める方法といえる。
【００１５】
　通常の周波数検出ＭＵＳＩＣでは、前述のように非常に長いサンプル列から複数のスナ
ップショットを取り出して、推定を行うので、全てのスナップショットで同一の信号を規
定するステアリングベクトルは同一である。
【先行技術文献】
【特許文献】
【００１６】
【特許文献１】特開２００６－５１６７３６号公報
【非特許文献】
【００１７】
【非特許文献１】Ｄｏｎａｌｄ　Ｒ．　Ｗｅｈｎｅｒ、　“Ｈｉｇｈ－Ｒｅｓｏｌｕｔｉ
ｏｎ　Ｒａｄａｒ、”　ｃｈ．５、　Ａｒｔｅｃｈ　Ｈｏｕｓｅ　Ｒａｄａｒ　Ｌｉｂｒ
ａｒｙ　Ｓｅｒｉｅｓ　（１９９４）
【非特許文献２】稲葉「多周波ステップＩＣＷレーダによる多目標分離法」信学技報ＳＡ
ＮＥ２００５－１
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
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【００１８】
　合成帯域レーダに周波数検出ＭＵＳＩＣを適用する場合、受信パワーが非常に高く、か
つ、同一周波数ステップのパルス数が多ければ、それをＮｐ個ずつに区切って、複数のス
ナップショットを得て、各々の周波数ステップ毎に別々の相関行列を生成し、個々に推定
を行っていく方法がとれる。しかし、フーリエ変換では解像度が不足するような場合には
、同一周波数ステップのパルス数は多くないことが多い。
【００１９】
　また、フーリエ変換の場合と同様に、１周波数ステップのパルスのみでは受信パワーが
十分でないことが多い。このような場合、１周波数ステップの全パルスを１つのスナップ
ショットとみなしてＸとし、Ｎｆ個のスナップショットとして、複数の周波数ステップ分
の受信パルス列を利用したい。あるいは、１周波数ステップのパルス列から複数のスナッ
プショットをとるにしても、それを全周波数ステップ分加算して相関行列としたい。しか
し、そのようにして（式２）と同様に相関行列を生成すると、前述のように、周波数ステ
ップ毎に同一目標のドップラ周波数が異なるため、（式４）のωが周波数ステップ毎に異
なってしまう。すなわち、同一信号のステアリングベクトルがスナップショット毎に異な
ってしまう。
【００２０】
　受信信号のＳＮＲが非常に小さい場合には、このようにして得た相関行列でも、ＭＵＳ
ＩＣ検出時に同一目標のピークは１つに収束するが、非常にぼやけたピークとなり、検出
精度は低い。ＳＮＲが高い場合、前述のように超解像度法は解像度がＳＮＲに対応して改
善するため、複数の周波数ステップのドップラ周波数をそれぞれ別の到来波とみなしてし
まい、同一目標によるドップラ周波数のピークが複数に分裂する。その結果、やはり正確
なドップラ周波数の検出が出来なくなる。
【００２１】
　そこで本発明は、上記の課題を解決することが出来るパラメータ検出器、レーダ装置、
誘導装置、及びパラメータ検出方法を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００２２】
　上記目的を達成する為に請求項１記載のパラメータ検出器は、キャリア周波数が異なる
複数の周波数バンドからなる周波数ホッピングの信号がドップラシフトを受けて周波数が
変化した受信信号について、各周波数バンドの受信信号を、各々、当該周波数バンドの送
信時周波数との差周波数を有する複数サンプルのベースバンド信号に変換するベースバン
ド変換部と、前記各周波数バンドの複数サンプルからなるベースバンド信号を各々フーリ
エ変換して、周波数スペクトルを生成するフーリエ変換部と、前記周波数スペクトルを変
換後の同一時刻ビン番号に関して、周波数バンド毎に前記キャリア周波数に対応して異な
る参照時刻で逆離散フーリエ変換して変換サンプル列を得る逆フーリエ変換部と、
前記複数の周波数バンドに対応する逆離散フーリエ変換された前記変換サンプル列を用い
て相関行列を生成し、超解像度法によりドップラ周波数を検出する周波数検出部と、を有
することを特徴とする。
【００２３】
　また、請求項２記載のパラメータ検出器は、前記逆フーリエ変換部は、複数の前記参照
時刻の間隔が、いずれかの周波数バンドのキャリア周波数に対して前記複数サンプルのベ
ースバンド信号の時刻間隔と等しくなるよう参照時刻を設定することを特徴とする請求項
１記載のパラメータ検出器。
【００２４】
　また、請求項３記載のパラメータ検出器は、キャリア周波数が異なる複数の周波数バン
ドからなる周波数ホッピングの信号がドップラシフトを受けて周波数が変化した受信信号
について、各周波数バンドの受信信号を、各々、当該周波数バンドの送信時周波数との差
周波数を有する複数サンプルのベースバンド信号に変換するベースバンド変換部と、前記
各周波数バンドの複数サンプルからなるベースバンド信号を、変換後の同一周波数ビン番
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号に関して、周波数バンド毎に前記キャリア周波数の波長に対応して異なる参照周波数で
離散フーリエ変換して周波数スペクトルを生成するフーリエ変換部と、前記周波数スペク
トルを逆フーリエ変換して変換サンプル列を得る逆フーリエ変換部と、逆フーリエ変換さ
れた複数の周波数バンドに対応する前記変換サンプル列を用いて相関行列を生成し超解像
度法によりドップラ周波数を検出する周波数検出部と、
を有することを特徴とする。
【００２５】
　また、請求項４記載のパラメータ検出器は、前記フーリエ変換部は、フーリエ変換後の
複数の周波数ビンに対応する前記参照周波数の範囲を前記複数の周波数バンドの中心周波
数、または、前記複数の周波数バンドの中央の周波数バンドに対して、前記複数サンプル
のベースバンド信号の時刻間隔に対応して決定する周波数となるように決定することを特
徴とする請求項３記載のパラメータ検出器。
【００２６】
　また、請求項５記載のパラメータ検出器は、一系列の前記変換サンプル列のサンプル個
数は、一系列の前記複数サンプルのベースバンド信号のサンプル個数と等しいことを特徴
とする請求項３記載のパラメータ検出器。
【００２７】
　また、請求項６記載のパラメータ検出器は、前記超解像度法は、ＭＵＳＩＣであること
を特徴とする請求項１記載乃至請求項４記載のパラメータ検出器。
【００２８】
　また、請求項７記載のパラメータ検出器は、前記ドップラ周波数からドップラシフトの
原因となる移動速度を計算する移動速度計算部を更に有することを特徴とする請求項１記
載乃至請求項６記載のパラメータ検出器。
【００２９】
　また、請求項８記載のステップ周波数合成帯域型のレーダ装置は、中心周波数を前記複
数の周波数バンドに対応してステップ状に変化させた複数のパルスの目標からの反射波を
受信する受信部と、請求項７記載のパラメータ検出器と、を有し、前記ベースバンド変換
部は、前記パルスを復調し、復調後のパルスからパルス代表値を抽出して前記複数サンプ
ルのベースバンド信号とし、さらに、前記パラメータ検出器の移動速度計算部にて算出し
た移動速度に基づいて前記各周波数バンドの周波数ステップ代表値を抽出し、前記パラメ
ータ検出器の移動速度計算部にて算出した移動速度に基づいて前記周波数ステップ代表値
を補正し、前記補正後の周波数ステップ代表値から前記目標のレンジを推定するレンジ推
定部を、有することを特徴とする。
【００３０】
　また、請求項９記載の誘導装置は、請求項８記載のレーダ装置から出力される移動速度
およびレンジを用いて誘導飛翔体を誘導するための制御信号を生成することを特徴とする
。
【００３１】
　また、請求項１０記載のパラメータ検出器は、入力された複数のサンプル列から、複数
のスナップショットを生成するスナップショット生成部と、前記複数のスナップショット
から相関行列を生成して、検出対象の情報を超解像度法により推定する超解像度法実行部
と、を有し、各サンプル列に含まれる前記検出対象の情報を示すパラメータの値が、同一
検出対象であってもサンプル列によって異なっており、かつ、前記パラメータの値が同一
検出対象についてサンプル列毎に異なる比率が既知であるとき、前記スナップショット生
成部は、前記複数のサンプル列に少なくとも１回のフーリエ変換、または、逆フーリエ変
換を施し、そのうち少なくとも１回の前記変換の際に、前記比率に対応して変換のスケー
ルを変更して前記複数のスナップショットを得ることを特徴とする。
【００３２】
　また、請求項１１記載のパラメータ検出器は、前記超解像度法は、ＭＵＳＩＣ、ＥＳＰ
ＲＩＴ、ＭＯＤＥの何れかであることを特徴とする請求項１０記載のパラメータ検出器。
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【００３３】
　また、請求項１２記載のパラメータ検出器は、前記検出対象の情報は、速度、距離、或
いは角度の何れかであり、前記パラメータは、周波数、時刻、アンテナ間隔に対する遅延
量の比であることを特徴とする請求項１０記載のパラメータ検出器。
【００３４】
　また、請求項１３記載のパラメータ検出方法は、入力された複数のサンプル列から複数
のスナップショットを生成し、前記複数のスナップショットから相関行列を生成して検出
対象の情報を超解像度法により推定するパラメータ検出方法において、各サンプル列に含
まれる前記検出対象の情報を示すパラメータの値が、同一検出対象であってもサンプル列
によって異なっており、かつ、前記パラメータの値が同一検出対象についてサンプル列毎
に異なる比率が既知であるとき、
前記複数のサンプル列に少なくとも１回のフーリエ変換、または、逆フーリエ変換を施し
て前記複数のスナップショットを得て、そのうち少なくとも１回の前記変換の際に前記比
率に対応して変換のスケールを変更することを特徴とする。
【発明の効果】
【００３５】
　本発明によれば、高い解像度でパラメータを推定することが出来るパラメータ検出器、
レーダ装置、誘導装置、及びパラメータ検出方法を提供することが出来る。
【図面の簡単な説明】
【００３６】
【図１】本発明の実施の形態１に係るドップラ周波数検出器の構成を示す図。
【図２】本発明の実施の形態１に係る合成帯域レーダのパルスの並びの例を示す模式図。
【図３】本発明の実施の形態１に係るベースバンド変換部の詳細を示す図。
【図４】本発明の実施の形態１に係る速度検出器１５の構成を示す図。
【図５】ドップラ周波数を推定するスペクトラムの例を示す図。
【図６】ドップラ周波数を推定するスペクトラムの例を示す図。
【図７】本発明の実施の形態１、及び実施の形態２に係るドップラ周波数検出器の動作処
理を示すフローチャート。
【図８】実施の形態１に係るドップラ周波数の検出を説明するための模式図。
【図９】本発明の実施の形態２に係るドップラ周波数検出器の構成を示す図。
【図１０】本発明の実施形態２を説明するための図。
【図１１】ドップラ周波数を推定するスペクトラムの例を示す図。
【図１２】本発明の実施の形態３に係るレーダ装置の構成を示す図。
【図１３】本発明の実施の形態３に係る誘導装置の構成を示す図。
【図１４】本発明の実施の形態４に係るパラメータ検出器の構成を示す図。
【図１５】本発明の実施の形態４に係るパラメータ検出器の動作処理を示すフローチャー
ト。
【図１６】本発明の実施の形態５に係るパラメータ検出器の構成を示す図。
【図１７】本発明の実施の形態５に係るパラメータ検出器の動作処理を示すフローチャー
ト。
【図１８】本発明の実施の形態５に係るパラメータ検出器の構成を示す図。
【図１９】本発明の実施の形態５に係るパラメータ検出器の動作処理を示すフローチャー
ト。
【発明を実施するための形態】
【００３７】
　以下、図面を参照して本発明の実施の形態を説明する。
【００３８】
（実施の形態１）
　実施の形態１について説明する。なお、本発明の特徴および動作に直接関連する部分の
みを示しそれ以外は省略している。
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【００３９】
　図１は、本発明の実施の形態１に係るドップラ周波数検出器１の構成を示す図であり、
ドップラ周波数を検出する場合の構成である。
【００４０】
　ドップラ周波数検出器１には、周波数ホッピングやステップ周波数合成帯域レーダなど
の複数のキャリア周波数に対して同じ移動速度によってドップラシフトを与えられた受信
信号が入力される。これはベースバンド変換部２によって、キャリア周波数を除去された
ドップラシフト分のみのベースバンド信号に変換される。この時、各キャリア周波数の周
波数バンドについて、等時間間隔で取得された複数のサンプルによるベースバンド信号が
出力される。
【００４１】
　これは、ＦＦＴ部３によって、同一の周波数バンドについて、通常のフーリエ変換、例
えばＦＦＴ（高速フーリエ変換）によって、各々、周波数スペクトルに変換される。各周
波数バンドのスペクトルは、ピーク整合ＩＤＦＴ（Ｉｎｖｅｒｓｅ　Ｄｉｓｃｒｅｔｅ　
Ｆｏｕｒｉｅｒ　Ｔｒａｎｓｆｏｒｍ）部４に入力される。ピーク整合ＩＤＦＴ部４には
、端子２６から別途、変換スケールが入力されている。変換スケールには、受信信号の元
となる送信波のキャリア周波数が、周波数ホッピングやステップ周波数合成帯域レーダな
どによって、周波数バンドによってどのような比率となっているかが記述されている。
【００４２】
　ピーク整合ＩＤＦＴ部４は、入力された変換スケールに基づいて、周波数バンド毎に逆
フーリエ変換を行う際の変換カーネルにおける参照時刻を変えて逆離散フーリエ変換する
。１つの周波数バンドについて、複数の参照時刻で逆離散フーリエ変換を行い、変換サン
プル列を得る。周波数推定部５では、相関行列生成部６にて、全周波数バンドの変換サン
プル列による行列を加算する形で相関行列を生成し、超解像度法実行部７にてＭＵＳＩＣ
などの方法によってドップラ周波数推定を行い、その結果を出力する。
【００４３】
　このようにすることによって、超解像度法によってドップラ周波数を推定する際、複数
種類のキャリア周波数があっても、全てのスナップショットで同一移動速度に対するステ
アリングベクトルを等しくでき、高い解像度、精度でのドップラ周波数推定が可能になる
。
【００４４】
　次に、ステップ周波数合成帯域レーダを例にとって、具体的な動作処理を説明する。図
２は合成帯域レーダのパルスの並びの模式図である。１つの周波数ステップでＮｐ個のパ
ルスを送信する。パルス繰り返し周期（ＰＲＩ：Ｐｕｌｓｅ　Ｒｅｐｅａｔ　Ｉｎｔｅｒ
ｖａｌ）はＴ２である。周波数ステップ間隔はｆｓｔｐであり、この間隔でキャリア周波
数が異なるＮｐ個ずつのパルス列をＮｆ周波数ステップ分送信する。１ＣＰＩ（Ｃｏｈｅ
ｒｅｎｔ　Ｐｕｌｓｅ　Ｉｎｔｅｒｖａｌ：コヒーレント処理周期）はＮｐ・Ｎｆ個のパ
ルスからなる。これらのパルス列は、目標に当たって反射して受信される。
【００４５】
　合成帯域レーダでは、まず、各周波数ステップの受信信号がその周波数ステップのロー
カル信号でベースバンドにダウンコンバート（Ｄ／Ｃ）される。図３にベースバンド変換
部２の詳細を示す。ダウンコンバージョン部８において、受信パルス列がそれぞれの周波
数ステップのローカル信号でダウンコンバートされ、ドップラ周波数を中心周波数として
持つ信号に変換される。次に、Ａ／Ｄ変換部９にてデジタル信号に変換される。続いて、
復調部１０によって、パルスの復調が行われる。パルスの復調によって、１回の合成帯域
処理のために、１パルス１点のパルス代表値が抽出され、ベースバンド信号として出力さ
れる。
【００４６】
　パルスの復調は、短パルス型レーダであれば、ゲート期間内の積分、チャープパルス型
レーダであれば、パルス圧縮と、レンジビンの選択、符号拡散型レーダであれば、遅延の
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るような仕様である場合、復調処理は必ずしも必要ではない。
【００４７】
　なお、ドップラ周波数が中心周波数となるようなダウンコンバージョンは、必ずしもＡ
／Ｄ変換部９の前でなくともよい。例えば、アナログ部で低い中間周波数までダウンコン
バージョンしておいて、Ａ／Ｄ変換し、その後、デジタル部の内部でドップラ周波数が中
間周波数となるようにダウンコンバージョンしてもよい。また、デジタルサンプリングの
ような方法で、Ａ／Ｄ変換とダウンコンバージョンを同時に行っても良い。
【００４８】
　また、図３で行われるような復調はレーダに限らない。本実施の形態の適用対象が通信
用信号である場合でも、必要に応じて復調を行って、パルス代表値に相当する複数のサン
プル列を得ても良い。
【００４９】
　合成帯域レーダの例では、このようにして得られたパルス代表値は、次式のように書け
る。
【数５】

【００５０】
ただし、Ａは振幅、φｉは周波数ステップｉ毎に異なる位相であり、後段で合成帯域に利
用する項である。周波数ステップ内のフーリエ変換には関係しないので詳細は省略する。
【００５１】
ｋは１周波数ステップ内のパルス番号であり、０から始まる。
【００５２】
　ここで、Ｆｉは次式のように書ける。
【数６】

【００５３】
である。ｖは目標の相対移動速度、ｃは光速である。ｆ０ｉは各周波数ステップｉの送信
時キャリア周波数である。ここで、簡略化のために、フーリエ変換に関連する最後の項

【数７】

【００５４】
のみを取り出し、考えていく。
【００５５】
　同一周波数ステップのＮｐ個のパルスを通常のＦＦＴに掛けた結果のスペクトルの周波
数ビン番号ｍのフーリエ変換係数Ｃｍ、ｉは、次式のようになる。
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【数８】

【００５６】
ｍは０～Ｎｐ－１である。（式８）は、Ｆｉ＝ｍでｅｘｐの肩が０となることから、そこ
にピークを持つスペクトルであることが分かる。ｍが整数の場合、必ずしもＦｉと一致す
ることはなく、多くの場合、整数の周波数ビンとビンの間のＦｉに一致する周波数に真の
ピークが存在する。従って、周波数ステップｉ毎に、異なる周波数にピークが存在するこ
とが分かる。
【００５７】
　次に、このようにして得られたフーリエ変換係数列Ｃｍ、ｉを逆離散フーリエ変換する
ことを考える。その際、周波数Ｆｉに存在する周波数ピークの信号が逆離散フーリエ変換
後にｉによらず同一波長になっているように逆離散フーリエ変換する。
【００５８】
　Ｃｍ、ｉは１周波数ステップについてＮｐ個のサンプルを有するが、これを逆離散フー
リエ変換後に１フレームの長さが周波数ステップｉ毎に異なるＮｐ＋ｎ(～)ｉとなるよう
に変換することによって、Ｆｉそれぞれに対応する変換後の波長を等しくする方法を考え
る。
【００５９】
　通常の逆フーリエ変換を行う場合、逆フーリエ変換後の波長、すなわち、その周波数の
正弦波の１周期に対応するサンプル数はＮｐ／Ｆｉである。当然、殆どの場合整数では無
い。変換後の１フレームをＮｐ＋ｎ(～)ｉとすれば、Ｆｉの波長に相当するサンプル数が
全ての周波数ステップで同一になるとすると、

【数９】

【００６０】
と書ける。ただし、ｂ′はｉによらない定数である。Ｆ０は周波数ステップ番号０のＦｉ

である。ＣＦは、ｆｓｔｐ／ｆ００であり、ｆ００は０番目の周波数ステップのキャリア
周波数である。ｂ′は、周波数ステップに依存しない値であればどのような値でもよいが
、ここでは、仮にｂ′＝Ｎｐとおくと、ｎ(～)ｉを解くことが出来て、

【数１０】

【００６１】
となり、Ｎｐ＋ｎ(～)ｉが、周波数ステップのキャリア周波数に比例した値となる。この
ようなｎ(～)ｉを利用した逆離散フーリエ変換のカーネルは次式のようになる。
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【数１１】

【００６２】
ｋ(～)は、逆離散フーリエ変換後の時刻ビンを決定するパラメータである。
【数１２】

【００６３】
が逆離散フーリエ変換時の参照時刻となる。同一のｋ(～)に対してｉ毎に異なる参照時刻
となっている。通常の逆フーリエ変換では、参照時刻は整数である。ここでは、逆離散フ
ーリエ変換後におおよそ元のサンプル列に近い時間間隔の変換サンプル列を得るため、参
照時刻が特定の周波数ステップで整数となるようにｋ(～)を決定する。
【数１３】

【００６４】
ｉ０は、ｋ(～)を決定する特定の周波数ステップ番号である。ｉ０は０～Ｎｆ－１のいず
れでもよく、とりあえず、全体の中心周波数に対応するＮｆ／２に最も近い整数とする。
【００６５】
もちろん、このｋ(～)の決定法は便宜的なものであり、変換サンプルの時間間隔が元のサ
ンプル列の時間間隔と異なっていて良いならば、（式１３）からずれた値でもよい。ｋは
逆離散フーリエ変換後の時刻ビン番号、すなわち、サンプル番号である。このｋの値に対
応してｋ(～)を決定し、それに基づいて、（式１１）のように各周波数ステップ毎に異な
る変換カーネルで逆離散フーリエ変換する。その結果、逆離散フーリエ変換後に、全ての
周波数ステップでＦｉが同一の波長、すなわち、同一の１周期のサンプル数を持つように
なる。なお、もちろん、１周期のサンプル数は殆どの場合整数ではない。
【００６６】
　なお、低パルス繰り返し（Ｌｏｗ－ＰＲＦ）レーダでは、ドップラ周波数が、サンプル
間隔で決まるスペクトル周期を超えていることがある。このような場合、ＦＦＴ後のスペ
クトルは何回も折り返った後のスペクトルとなっている。（式１１）の変換カーネルで逆
離散フーリエ変換する際、ｍは折り返しがなければ０～Ｎｐ－１の整数の値となるが、折
り返しがある場合には、折り返し回数×Ｎｐ＋（０～Ｎｐ－１）とする必要がある。ｎ(
～)ｉは周波数ステップ毎にそのキャリア周波数に比例して値が変わるが、その比率を正
しく維持するために必要である。
【００６７】
　なお、本実施の形態では、フーリエ変換、逆フーリエ変換が対で適用され、最終的に元
の次元に戻る用途で利用されるため、信号の情報の一部を失わないよう、いずれの変換時
にも窓は利用しない。すなわち、矩形窓のまま変換する。
【００６８】
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　また、もちろん、ＦＦＴ、ＩＤＦＴは、式の導出の過程で省略してきた（式５）中のα
まで含んだ受信サンプル列に対して行う。
【００６９】
　このようにして得られたサンプル列をＸ（ｉ）とおいて、（式２）に基づいて相関行列
を生成する。
【００７０】
　このようにすることによって、相関行列の成分である全てのスナップショットで同一目
標のドップラ周波数が同一のステアリングベクトルで記述できるようになる。従って、こ
れを用いて、超解像度法を実行するとによって、高解像度なドップラ周波数推定が行える
。
【００７１】
　続いて、相関行列生成法の変形例を示す。上記の例においては、１周波数ステップをそ
のまま１スナップショットとした。従って、相関行列のサイズはＮｐ×Ｎｐである。前述
のように、超解像度法による通常の周波数推定では、同一の系列から複数のサンプル列を
切り出して複数のスナップショットとして、相関行列を生成する。
【００７２】
　ここでも、もし、１周波数ステップのサンプル数Ｎｐ個が解像度的に余裕がある値であ
るならば、１周波数ステップから複数のスナップショットを切り出してもよい。すなわち
、Ｎｐ個のサンプルから１系列がＮｐ－ｑ個からなるサンプル列をスライディングさせる
ようにｑ＋１個またはそれ以下の系列数だけ切り出して、それらを全部別のスナップショ
ットとして相関行列を生成しても良い。このようにすることによって、相関行列のＳＮＲ
比を向上させることが出来る。
【００７３】
　ただし、周波数推定におけるクラメル・ラオの下界によると（Ｒｉｆｅ他、”Ｓｉｎｇ
ｌｅ　ｔｏｎｅ　ｐａｒａｍｅｔｅｒ　ｅｓｔｉｍａｔｉｏｎ　ｆｒｏｍ　ｄｉｓｃｒｅ
ｔｅ－ｔｉｍｅ　ｏｂｓｅｒｖａｔｉｏｎｓ”、ＩＥＥＥ　Ｔｒａｎｓａｃｔｉｏｎｓ　
ｏｎ　Ｉｎｆｏｒｍａｔｉｏｎ　Ｔｈｅｏｒｙ、　Ｖｏｌｕｍｅ　２０、　Ｉｓｓｕｅ　
５、　ｐｐ．５９１　-　５９８、１９７４）、誤差の標準偏差は、ＳＮＲの１／２乗に
反比例し、サンプル数のおおよそ３／２乗に反比例する。
【００７４】
　従って、解像度を向上させる目的であるならば、サンプル数は相関行列サイズを大きく
することに費やした方が効果が高い。解像度的に余裕がある分のみＳＮＲ向上に回すと良
い。
【００７５】
　なお、行列サイズを縮小する場合でも、上記のように予めサンプル列を一定長さに切り
出すのではなく、Ｎｐ×Ｎｐの相関行列を生成した後、空間平均化してもよい。前方空間
平均化であれば、予め一定長さに切り出した場合と全く同じ相関行列が得られる。
【００７６】
　前方後方空間平均化を適用するならば、後方空間平均化が加わる分だけ雑音の平滑化効
果が期待でき、ＳＮＲがより向上する。また、ＮｐがＮｆより大きく、Ｎｐ×Ｎｐの相関
行列ではランクがフルにならないような場合にも、このような方法を利用すると良い。
【００７７】
　さらに、Ｎｐ×Ｎｐの相関行列で超解像度法を行う場合でも、サイズを変えずに、前方
後方空間平均化を適用することで、ＳＮＲを向上させることが出来る。前方後方空間平均
化では、
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【数１４】

【００７８】
とおいて、（式２）によるＲｘｘをＲｘｘｆと置き、
【数１５】

【００７９】
とする。＊は複素共役である。これらを平均化して、
【数１６】

【００８０】
を得る。通常は、Ｒｘｘｆｂからサブアレーに相当する相関行列を複数切り出して平均化
を行うが、サイズを変えない場合には、Ｒｘｘｆｂをそのまま改めてＲｘｘとして、超解
像度法に掛ける。元の行列をＪで挟み込むことによって、行列の上下左右が入れ替わった
行列が生成される。
【００８１】
　周波数推定の場合のように、ステアリングベクトルが一定の位相間隔の要素で表される
場合、信号成分はＪで挟み込んでもほぼ同じものが生成されて、加算時にはコヒーレント
に加算されるが、雑音は、上下左右が反転した行列となって、加算時に全く異なる雑音の
加算となるため、パワーによる加算となる。従って、ＳＮＲは倍に向上する。
【００８２】
　このようにして得た相関行列で超解像度法によってドップラ周波数を推定する。超解像
度法には、種々の方法がある。比較的使いやすく、また、性能が高いものでは、前述した
ＭＵＳＩＣの他に、ＥＳＰＲＩＴ（Ｅｓｔｉｍａｔｉｏｎ　ｏｆ　Ｓｉｇｎａｌ　Ｐａｒ
ａｍｅｔｅｒｓ　ｖｉａ　Ｒｏｔａｔｉｏｎａｌ　Ｉｎｖａｒｉａｎｃｅ　Ｔｅｃｈｎｉ
ｑｕｅｓ）、ＭＯＤＥ（ｍｅｔｈｏｄ　ｏｆ　ｄｉｒｅｃｔｉｏｎ　ｅｓｔｉｍａｔｉｏ
ｎ）がある。
【００８３】
　これらは、最小ノルム法と比較して誤検出が少なく、周波数推定の場合のようにステア
リングベクトルが一定の位相間隔の等振幅の要素列で表される場合には、多項式の根の形
で求めることができ、比較的計算量が少ない。もちろん、ＭＵＳＩＣの場合には、ステア
リングベクトルをスキャンするＳｐｅｃｔｒａｌ－ＭＵＳＩＣを用いても良い。
【００８４】
　以下に、以上のようにして得た相関行列を用いて、ＭＵＳＩＣによって周波数推定を行
った結果を示す。その効果を視覚的に示すため、Ｓｐｅｃｔｒａｌ－ＭＵＳＩＣによる推
定を行った。
【００８５】
　Ｓｐｅｃｔｒａｌ－ＭＵＳＩＣでは下記のような処理を行う。まず、得られた相関行列
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を固有値分解し、Ｎｐ系列の固有ベクトル列を得る。これを対応する固有値の大きさでソ
ートする。予め雑音部分空間のサイズを決定しておくか、ＭＤＬ（Ｍｉｎｉｍｕｍ　Ｄｅ
ｓｃｒｉｐｔｉｏｎ　Ｌｅｎｇｔｈ）、ＡＩＣ（赤池情報量基準）などの波数推定法を用
いて、含まれる有意な波の数を推定し、相関行列の列数からその波の数を引いたベクトル
数を雑音部分空間のサイズとする。これをＬＮとする。ソートした複数の固有ベクトル列
のうち、対応する固有値の大きさが小さい方から、ＬＮ個の固有ベクトル列を並べた行列
をＥＮとする。ＭＵＳＩＣのコスト関数はＥＮを用いて次式のように表される。
【数１７】

【００８６】
コスト関数がピークを示すωをサーチする。ステアリングベクトルａ（ω）は（式４）で
記述した通りであるが、ただし、本実施の形態では、ドップラ周波数が全ての周波数ステ
ップで共通に見えるように周波数ステップ毎に実質的にサンプル間隔を変えるような変換
を行っているため、Ｔｓが１つに決定しない。前述のようにｋ(～)を決定するために特定
の周波数ステップｉ０で（式１３）が成立するようにしたので、周波数ステップｉ０で通
常の逆フーリエ変換となり、ＴｓはＴ２と等しくなる。
【００８７】
　実際にはピークサーチ時には、Ｔｓを直接用いる必要は無く、ω＝２πｆと置いて、ｆ
×Ｔｓを０から１まで微少な間隔でスキャンすればよい。その結果得られたピークを示す
ｆ×Ｔｓの値が、１／Ｔｓ（ｉ０）＝１／Ｔ２で決定する周波数スペクトルの１周期の中
で、ｉ０の周波数ステップに対するドップラ周波数のピークの相対的な位置を示すので、
そこからドップラ周波数を求めればよい。
【００８８】
　なお、Ｌｏｗ－ＰＲＦで、スペクトルが折り返っている場合には、ＭＵＳＩＣで得られ
た結果も折り返っているので、必要な折り返し回数分、周波数を底上げして求める必要が
ある。
【００８９】
　サーチの結果得られたｆ×Ｔｓのピークをｐｐとおくと、ドップラ周波数は、１／Ｔ２

×（折り返し回数＋ｐｐ）であり、移動速度は１／Ｔ２×（折り返し回数＋ｐｐ）×ｃ／
｛ｆ００×２×（１＋ｉ０×ＣＦ）｝となる。
【００９０】
　図４は、本発明の実施の形態１に係る速度検出器１５の構成を示す図である。本実施の
形態のドップラ周波数検出器１または後述する実施の形態２に係るドップラ周波数検出器
１１の出力から目標の移動速度を計算する。
【００９１】
　移動速度計算部１４には、ドップラ周波数の推定結果と、そのドップラ周波数がどのキ
ャリア周波数に対応するものであるかの情報が入力され、それらから移動速度を計算し出
力する。
【００９２】
　このような方法によって、ドップラ周波数の推定を行った例を図５に示す。１周波数ス
テップ８パルスの合成帯域レーダで、７ｍ／ｓの差の等パワー２目標が混在する場合の例
である。図５（ａ）は各周波数ステップをＦＦＴし、全周波数ステップのスペクトルをノ
ンコヒーレント加算した結果のスペクトルである。８パルス、すなわち、８点のＦＦＴで
あるが、スペクトルをなめらかに表示するため、各点の間をショートタイムＦＦＴで補間
したので周波数ビンは３２ある。２つの矢印（矢印Ａ、Ｂ）が、２目標のドップラ周波数
のおおよその位置を示している。Ｌｏｗ－ＰＲＦの例であり、スペクトルは数回折り返っ
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ている。図５（ａ）では、２つの矢印の中間にピークが１つ現れただけで、２目標が全く
分離検出できていないことが分かる。
【００９３】
　一方、図５（ｂ）は上述の方法でＭＵＳＩＣを適用した場合のＭＵＳＩＣスペクトラム
である。２目標に相当するピークが個々に現れており、２目標を明確に分離できているこ
とがわかる。
【００９４】
　図６（ａ）は、ＭＵＳＩＣを行う際に本実施の形態の方式を適用せず、各周波数ステッ
プの復調パルス列からそのまま相関行列を生成した場合の例である。１目標であるので、
本来、ピークが１つのみ検出されるべきであるが、１パルス当たりのＳＮＲが１００ｄＢ
と非常に高いので、各周波数ステップのドップラ周波数ピークが別の目標として識別され
てしまい、信号部分空間の数に相当する数のピークに分裂して現れている。この状態では
、正しいドップラ周波数推定は行えない。
【００９５】
　図６（ｂ）は同じ条件で、本実施の形態の構成を適用した場合のＭＵＳＩＣスペクトラ
ムである。１目標のピークが明確に１つになっており、精度の高い推定が可能であること
がわかる。
【００９６】
　本実施の形態は実際には、ＤＳＰ（Ｄｉｇｉｔａｌ　Ｓｉｇｎａｌ　Ｐｒｏｃｅｓｓｏ
ｒ）やＦＰＧＡ（Ｆｉｅｌｄ　Ｐｒｏｇｒａｍｍａｂｌｅ　Ｇａｔｅ　Ａｒｒａｙ）、あ
るいは通常のコンピュータ、さらにはＡＳＩＣ（Ａｐｐｌｉｃａｔｉｏｎ　Ｓｐｅｃｉｆ
ｉｃ　Ｉｎｔｅｇｒａｔｅｄ　Ｃｉｒｃｕｉｔ）といったハードウェアに、デジタル回路
やプログラムという形態で実装される。従って、図１の各ブロックの機能分けは便宜上の
ものである。図７（ａ）は、本発明の実施の形態１に係るドップラ周波数検出器１の動作
処理を示すフローチャートである。
【００９７】
　本実施の形態は、初めに通常のＦＦＴでスペクトルを得てから、ピークを整合させる逆
離散フーリエ変換にて同一移動速度のドップラシフトした受信信号のベースバンドでの波
長を全周波数ステップで揃えるようにしている。
【００９８】
　図８は実施の形態１に係るドップラ周波数の検出を説明するための模式図である。図８
（ａ）は、受信信号を各周波数ステップの送信時キャリア周波数でダウンコンバージョン
した、ドップラ周波数を中心周波数として持つベースバンド信号の波形を示している。周
波数ステップによってキャリア周波数が異なるため、同一速度の目標からの反射波であっ
ても、波長、すなわち、ドップラ周波数が異なっている。図８（ｂ）はこれに通常のフー
リエ変換を施した場合であり、ドップラ周波数の違いによってスペクトルのピークの位置
が異なっている。上記の実施の形態では、これにピーク整合型の逆離散フーリエ変換を適
用して、図８（ｃ）のように、時間波形で全周波数ステップで同一移動速度のドップラ周
波数が同一の波長となるように変換した。処理の流れを太い実線の矢印で示した。
【００９９】
図８（ｄ）は図８（ｃ）の時間波形と対になるピークの揃ったスペクトルである。図８（
ｃ）の波形をそのまま通常のフーリエ変換することで得られるスペクトルである。本実施
の形態とほぼ同じ動作は、太い破線の矢印で示すように、最初の時間波形図８（ａ）から
、そのドップラ周波数が全て揃うようにフーリエ変換を施して図８（ｄ）のスペクトルを
得、そこから通常のＦＦＴで図８（ｃ）に到達することによっても得ることが可能である
。
【０１００】
（実施の形態２）
　続いて、実施の形態２について説明する。図９は、本発明の実施の形態２に係るドップ
ラ周波数検出器の構成を示す図である。なお、実施の形態１と同一構成については同一の
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符号を付し重複する説明は省略する。ドップラ周波数検出器１１には、周波数ホッピング
やステップ周波数合成帯域レーダなどの複数のキャリア周波数に対して同じ移動物体によ
ってドップラシフトを与えられた受信信号が入力される。これはベースバンド変換部２に
よって、キャリア周波数を除去されたドップラシフト分のみのベースバンド信号に変換さ
れる。
【０１０１】
　これが、ピーク整合ＤＦＴ部１２に入力される。ピーク整合ＤＦＴ部１２には端子２７
より別途、変換スケールが入力されている。変換スケールには、受信信号の元となる送信
波のキャリア周波数が周波数ホッピングやステップ周波数合成帯域レーダなどによって、
周波数バンドによってどのような比率となっているかが記述されている。ピーク整合ＤＦ
Ｔ部１２は入力された変換スケールに基づいて、周波数バンド毎にフーリエ変換を行う際
の変換カーネルにおける参照周波数を変えて離散フーリエ変換する。１つの周波数バンド
について、複数の参照周波数で離散フーリエ変換を行いスペクトルを得る。その際、複数
の参照周波数は、ベースバンド信号のサンプル間隔で規定される周波数周期のほぼ１周期
が得られるように設定されていることが望ましい。
【０１０２】
　得られたスペクトルは、ＩＦＦＴ（Ｉｎｖｅｒｓｅ　Ｆａｓｔ　Ｆｏｕｒｉｅｒ　Ｔｒ
ａｎｓｆｏｒｍ）部１３にて、そのまま通常の逆フーリエ変換、すなわち、ＩＦＦＴが適
用され、時間の次元に戻された変換サンプル列が生成される。変換サンプル列から、図１
と同様に周波数推定部５にて超解像度法にてドップラ周波数が推定され、その結果が出力
される。
【０１０３】
　このようにすることによって、超解像度法によってドップラ周波数を推定する際、複数
種類のキャリア周波数があっても、全てのスナップショットで同一移動速度に対するステ
アリングベクトルをほぼ等しくすることができ、高い解像度、精度でのドップラ周波数推
定が可能になる。
【０１０４】
　本実施の形態では、ピーク整合ＤＦＴ部１２で行われる離散フーリエ変換は、特許文献
１に記載された方法と同じコンセプトである。ただし、最終的に時間波形に戻したいため
、スペクトルを得た後に位相情報を捨てずに維持したまま利用する。また、利用しやすい
時間波形に戻すためには、ピーク整合ＤＦＴ時の参照周波数の設定に注意が必要である。
【０１０５】
　また、図１に示す本発明の実施の形態１の場合と異なり、参照周波数の選択の仕方を誤
ると目標が検出出来ない場合があり、良好な動作を得るためには参照周波数の選択・決定
方法には特に注意が必要である。
【０１０６】
　次に、詳細な本発明の実施の形態２に係るドップラ周波数検出器１１に係る動作処理を
説明する。（式６）までは、図１の場合と同じである。同様に、簡略化のために、次式で
表されるＤＦＴに関連する最後の項のみを取り出して考える。
【数１８】

【０１０７】
　各周波数ステップｉの変換スケールを変える、すなわち、フーリエ変換時に１フレーム
とみなす長さを変えるため、同一周波数ステップの複数サンプルの後ろにｎｉ個の０を付
加して、Ｎｐ＋ｎｉを実質的なフレーム長とする系を考える。なお、ｎｉは必ずしも整数
ではない。これを周波数に比例するパラメータｍについてフーリエ変換すると、フーリエ
変換係数Ｃ(～)ｉ、ｍは
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【数１９】

【０１０８】
となる。２番目のｅ以降がこの離散フーリエ変換のカーネルである。なお、ＤＦＴである
のでｍは必ずしも整数でなくて良い。
【０１０９】
　ＤＦＴ後に各周波数ステップのスペクトルのピークを揃えることが目的である。そのた
めには、（式１９）の周波数ピークに相当する部分は次式で表されるが、

【数２０】

【０１１０】
（式２０）で表される周波数ピークに相当する部分がｉによらず一定になるようにｎｉの
値を決定すればよい。Ｆｉを０番目の周波数Ｆ０を用いて表現すると、ピーク周波数は、
次式で表される。

【数２１】

【０１１１】
ここで、
【数２２】

【０１１２】
が、ｉによらず一定になるようにｎｉの値を決定すればよい。まず、
【数２３】

【０１１３】
と置く。ｂはｎｉが負のような実現できない値にならない限り、いくつでも良い。計算を
簡便にするために、ここでは、ｂ＝１／（ＮｐＣＦ）と置くと、ｎｉを解くことができて
、
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【０１１４】
となる。（式１０）では、Ｎｐ＋ｎ(～)ｉは周波数ステップのキャリア周波数に比例した
が、ここでは、Ｎｐ＋ｎｉは周波数ステップのキャリア周波数に反比例している。すなわ
ち、周波数ではなく波長に比例している。
【０１１５】
　幾つか適切なｍを選んで、（式１９）のフーリエ変換を各周波数ステップのパルス列に
対して行うことによって、ピークの揃ったＤＦＴ結果を得ることができる。なお、ＤＦＴ
は、式の導出の過程で省略してきた（式５）中のαまで含んだ受信サンプル列に対して行
う。
【０１１６】
　図１０に本発明の実施の形態２に係るピーク整合ＤＦＴ部１２によって得られるスペク
トルを示す。図１０（ａ）は複数の周波数ステップのパルス列を通常のＦＦＴでスペクト
ルに変換したものを、全周波数ステップ分重ね書きしたものであるが、目標の条件を周波
数選択性フェージングが発生する条件としたため、周波数ステップによって受信パワーが
異なっている。ピークを合わせずにそのままノンコヒーレント加算すると、ピーク位置は
パワーの強い周波数ステップのピーク位置に近づく。加算結果のピークを中心周波数に対
するドップラ周波数とみなして推定を行うと誤差が増大する。
【０１１７】
　なお、ＳＮＲは１００ｄＢと十分に高い。図１０（ｂ）は、ピーク整合ＤＦＴを適用し
た場合であり、全ての周波数ステップでピーク位置が揃っておりノンコヒーレント加算を
行っても、周波数ステップ毎のパワーの強弱が問題にならないことが分かる。なお、図１
０（ｂ）の横軸の次元はＦＦＴビン番号ではなくｍであるため、上段の図とは横軸の範囲
が異なっている。
【０１１８】
　ＭＵＳＩＣに適用する相関行列を得るためには、ピーク整合ＤＦＴで得られたスペクト
ルを逆フーリエ変換する必要がある。図１０（ｂ）のｍは、ノンコヒーレント加算してピ
ーク検出を行う分には、ピークを含む範囲に限定して適当な間隔（不等間隔でも良い）で
設定すればよかった。
【０１１９】
　しかし、逆フーリエ変換してＭＵＳＩＣにかけた際に、本来のドップラ周波数検出範囲
に含まれる全ての周波数成分が含まれているようにし、かつ、範囲の端にある信号がほぼ
不連続にならないように検出するには、ｍの範囲をＦＦＴを適用した際のドップラ周波数
折り返しの１周期に合わせる必要がある。また、通常の逆フーリエ変換を適用するために
は、ｍは等間隔でなければならない。さらに、望ましくは逆フーリエ変換を高速なＩＦＦ
Ｔで行うためには、その数が２の冪乗であると良い。
【０１２０】
　なお、ピーク整合を行わない場合は、いずれの周波数でも折り返し範囲は１／Ｔ２であ
るが、ピーク整合ＤＦＴは周波数ステップ毎にスケールを変える変換であるため、例えば
、周波数ステップ０で１／Ｔ２に相当するようにｍの範囲を決定しても、そのｍの範囲は
他の周波数ステップに対しては１／Ｔ２から若干ずれた値となる。（式２４）のｎｉを利
用した場合、ｍはある移動速度ｖに対応して、次式で表される。
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【数２５】

【０１２１】
ここで、ｆｄ、ｉはｉ番目の周波数ステップに対応するドップラ周波数である。周波数ス
テップｉ０で、１／Ｔ２の折り返し範囲に相当するｍ範囲をｍ０とすると、ｍ０はｆｄ、

ｉに１／Ｔ２を代入して、

【数２６】

【０１２２】
となる。一方、ｍ０の範囲は でないキャリア周波数、すなわちｉ０でない周波数ステッ
プのキャリア周波数に対しては、１／Ｔ２の周波数範囲には対応しなくなる。（式２５）
の左辺をｍ０と置き、ｆｄ、ｉをその周波数ステップでのｍ０に対応する周波数範囲ｆｒ

ｅｐ、ｉと置き直すと、

【数２７】

【０１２３】
となる。これよりｆｒｅｐ、ｉは下記のようになる。

【数２８】

【０１２４】
　すなわち、各周波数ステップ毎のキャリア周波数に比例する形で、ｍ０に対応する周波
数が大きくなっていく。ｉ０より番号の小さい周波数ステップではｍ０に対応する範囲は
１／Ｔ２より小さいため、スペクトルの端が欠けるような状態となり、それより番号の大
きい周波数ステップでは、ｍ０に対応する範囲は１／Ｔ２より大きいためスペクトルの始
まりと終わりに小さい範囲であるが同じ成分が現れることになる。
【０１２５】
　これをＩＦＦＴした際、欠けがあればその成分がＩＦＦＴ後の波形から抜けているし、
重複があれば２重に出てくることになる。１周波数ステップのパルス数が少なく１目標の
ドップラ周波数成分が広がる範囲が比較的広い場合には、このような欠けや重複はパルス
列に対する変調として働く。すなわち、ステアリングベクトルの各要素の振幅が１でない
値でばらついたり、位相間隔が不均等になるなどして、推定に悪影響を与える。
【０１２６】
　従って、全体を平均的に１／Ｔ２に近づけるため、ｉ０は中央の周波数ステップに対応
する番号とするとよい。または、全体の帯域幅の中央近辺の周波数に対してｍ０が規定さ
れるようにすると良い。
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【０１２７】
　このようにして求めたｍ０の範囲を２の冪乗のポイントで等間隔にサンプルする。ｍ０

の開始点は、検出したい目標のドップラ周波数を含むように決定すればよく、必ずしも、
本来のスペクトルの折り返しの開始点と一致する必要はない。従って、予めある程度、目
標のドップラ周波数の目安があるならば、その値が範囲の中央近辺にくるように、開始点
を定めると良い。
【０１２８】
　また、ｍ０の範囲で２の冪乗の点でサンプルした結果をＩＦＦＴすると、その結果の有
効点数は、元の各周波数ステップのパルス数の点数となり、後は全てほぼ０になる。従っ
て、元がパルス数Ｎｐであるならば、Ｎｐ点サンプルするとよい。それ以下の点数では必
要な情報が落ちてしまい、それ以上の点数では計算負荷ばかりが増大し効果がない。ＩＦ
ＦＴの点数を２の冪乗にするためには、Ｎｐを２の冪乗にすると良い。
【０１２９】
　このようにして、各周波数ステップについて、それぞれＮｐ点ずつピーク整合ＤＦＴを
適用してスペクトルを生成したならば、これらを再度ＩＦＦＴして時間波形に戻す。ただ
し、その際は、Ｎｐ点のスペクトルをＮｐ点の時間波形に変換する通常のＩＦＦＴで良い
。周波数ステップ毎に逆フーリエ変換カーネルを変えることはしない。これによって、各
周波数ステップで同一目標のドップラ周波数が揃ったパルス列に変換できる。
【０１３０】
　実施の形態１と同様に本実施の形態でも、フーリエ変換、逆フーリエ変換は、元の時間
波形の次元に戻す様に行われるため、変換の際には窓を掛けず、矩形窓のまま変換を行う
。
【０１３１】
　得られた変換パルス列から相関行列を生成して、超解像度法によってドップラ周波数推
定する処理は、図１の形態と同様なので詳細は省略する。ただし、ｍ０の範囲の開始点を
任意に設定したため、超解像度法で得られたピークの位置ｐｐからドップラ周波数や移動
速度を計算する式が若干変化する。ドップラ周波数はｍ０開始点に対応する周波数＋１／
Ｔ２×ｐｐ、移動速度はこれにｃ／｛ｆ００×２×（１＋ｉ０×ＣＦ）｝を掛けた値とな
る。
【０１３２】
　図１１は、図５と同様の目標条件でドップラ周波数推定を行った結果である。図１１（
ａ）は、図５（ａ）と同様にＦＦＴの結果であり、２目標が全く分離出来ていない。図１
１（ｂ）は本実施の形態の方法によって推定を行った結果であり、２目標が明確に分離出
来ている。なお、図１１（ｂ）では、中央近辺の目標がｍ０の範囲のほぼ中央にあるよう
に、ｍ０の開始点を決定したため、図１１（ａ）とは、ピークの位置が異なっている。
【０１３３】
　なお、図５、及び図１１ともに（ｂ）は、便宜的にＦＦＴの場合と横軸を合わせて表示
している。どちらも、本来は、ｆ×Ｔｓの０～１の範囲となっている。なお、本発明の実
施の形態２に係る周波数検出器１１の動作処理を示すフローチャートを図７（ｂ）に示す
。
【０１３４】
　本実施の形態では、サンプル列から、超解像度法に適用する変換サンプル列を得る過程
で、一旦、スペクトルに変換する。そこで、図１、図９の実施の形態ともに、もし、検出
すべきドップラ周波数の予想が予め付いているならば、スペクトルに変換した時点で、予
想される周波数の周辺以外の成分をフィルタして除去してもよい。すなわち、検出したい
成分の広がりや変動を考慮した範囲の外は、スペクトルにした段階で０に置き換える。こ
のようにすることによって、ＳＮＲを向上させ、推定精度を高めることが出来る。
【０１３５】
　０に置き換える替わりに、必要な成分以外の周波数を変換・逆変換に含めないことも可
能である。すなわち、本発明の実施の形態１であれば、逆離散フーリエ変換を行う際に、
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周波数の範囲を必要な周波数範囲に限定する。ＤＦＴであるので、参照時刻の点数は、周
波数の点数には影響を受けない。必要な数だけ、等間隔になるように指定すればよく、周
波数の範囲を制限しても変換サンプル列の点数が不足することはない。ただし、ｋ(～)は
整数でないｋに対応するようになる。本発明の実施の形態２であれば、離散フーリエ変換
を行う際に、必要な周波数の周辺のみ参照周波数を設定するようにして、同様に処理すれ
ばよい。これらの場合には、推定後にドップラ周波数を得る際の１周期の値、サンプル間
隔、周期の開始点などがこれまでの説明と異なるので、必要に応じて修正すると良い。
【０１３６】
　さらに、スケール変更をフーリエ変換、逆フーリエ変換のいずれか一方を選択して行う
のではなく、各変換でそれぞれスケール変更の一部を行って、フーリエ変換、逆フーリエ
変換の双方が終了した時点でスケール変更が完了するようにしても良い。
【０１３７】
　さらに、合成帯域レーダのパルスの並びは図２のようであると説明したが、非特許文献
２に記載されたような、１周波数ステップ１パルスで全周波数ステップを掃引し、これを
繰り返すような形態にも問題なく適用できる。この場合、同一周波数ステップの入力サン
プル列の時間間隔が、ＰＲＩであるＴ２ではなく、１掃引の周期になる。
【０１３８】
（実施の形態３）
　続いて、実施の形態３について説明する。図１２は、本発明の実施の形態３に係るレー
ダ装置２３の構成を示す図である。なお、実施の形態１、及び実施の形態２と同一構成に
ついては同一の符号を付し重複する説明は省略する。本実施の形態ではドップラ周波数検
出器１、或いはドップラ周波数検出器１１を合成帯域レーダに適用した場合の実施の形態
である。
【０１３９】
　レーダ装置２３は合成帯域レーダである。周波数制御部２８は、発振器１７に対して、
例えば、図２のような順序とタイミングで発振周波数を切り換える指示を出す。送信部１
８は、その発振器出力を受けて、図２のようなパルス列を生成する。生成されたパルス列
は、サーキュレータ２９を介して、アンテナ１６から電波として放射される。目標で反射
して返ってきた反射波は、アンテナ１６で受信され、サーキュレータ２９を介して受信Ｒ
Ｆ部１９に入力される。受信ＲＦ部１９では、増幅器で増幅され、また、必要な帯域が濾
波される。場合によっては、発振器１７に同期した異なる周波数のローカル信号によって
、第１中間周波数にダウンコンバートされる。得られた信号はドップラ検出器１または１
１に入力する。ドップラ検出器１または１１には、各パルスのドップラ周波数成分が中心
周波数となるように、発振器１７からのローカル信号が入力されている。仮に、受信ＲＦ
部１９で第１中間周波数にダウンコンバートされているならば、発振器１７に同期した異
なる周波数のローカル信号が入力される。ドップラ検出器１または１１には、さらに、周
波数制御部２８から、送信周波数に関する情報が変換スケールとして入力されている。な
お、変換スケールは、決定後、不変であるならば、予めドップラ検出器１または１１の内
部に記憶しておいても良い。
【０１４０】
　ドップラ検出器１または１１が推定したドップラ周波数は、移動速度計算部１４に入力
される。移動速度計算部１４は、これより、その目標の相対移動速度を計算する。ドップ
ラ検出器１または１１はさらに、得られた各周波数ステップの周波数スペクトルまたは各
周波数ステップの復調パルス列を周波数ステップ代表値抽出部２０に入力する。周波数ス
テップ代表値抽出部２０は、入力された周波数スペクトルまたは復調パルス列から、移動
速度計算部１４から入力された移動速度に基づいて、１周波数ステップ１点の周波数ステ
ップ代表値を抽出する。周波数ステップ代表値抽出は、基本的には、各周波数ステップの
スペクトルのピーク、あるいは、移動速度からピークと推測される周波数の複素振幅を抽
出する処理である。
【０１４１】



(23) JP 5620216 B2 2014.11.5

10

20

30

40

50

　スペクトルが十分に細かい周波数間隔で計算されているならば、その移動速度から計算
される各周波数ステップのドップラ周波数に最も近いピークの複素振幅でよい。スペクト
ルが粗い間隔でしか計算されていないならば、その移動速度から計算されるドップラ周波
数に対応する複素振幅を、復調パルス列から離散フーリエ変換によって求めても良い。
【０１４２】
　抽出された周波数ステップ代表値は、補正部２１に入力される。補正部２１には、移動
速度計算部１４から移動速度が入力されており、それに基づいて、目標の移動に伴うパル
ス間の時刻ずれが補正される。補正された結果はレンジ計算部２２に入力される。レンジ
計算部２２では、通常、入力された周波数ステップ代表値をＩＦＦＴして、そのピークを
検出してレンジを計算する。なお、殆どの場合、ＩＦＦＴ、ＦＦＴとピーク検出で求めら
れるパラメータは、ＭＵＳＩＣなどの超解像度法でも推定出来るので、ＩＦＦＴの代わり
にＭＵＳＩＣなどの超解像度法でピークを求めてレンジを計算しても良い。ＳＮＲ次第で
は、超解像度法の方がより近接した複数目標を分離出来る可能性がある。基本的な原理は
、従来例で説明した周波数検出ＭＵＳＩＣを時刻検出に変形するものである。このように
計算されたレンジはレーダ装置２３の出力として、必要に応じてドップラ周波数または移
動速度とともに出力される。
【０１４３】
　このようなレーダ装置２３は、飛翔体を誘導するための誘導情報を生成する電波シーカ
として利用されることがある。図１３に示すように誘導情報を生成する誘導装置２５内で
は、本願のレーダ装置２３から出力された、レンジ、移動速度に関する情報が誘導信号生
成部２４に入力される。
【０１４４】
　なお、誘導に必要な角度情報は、必要に応じて、レーダ装置２３の内部か、レーダ装置
２３から出力された合成帯域ＩＦＦＴ後波形ピークの複素値に基づいて、誘導信号生成部
２４内で生成される。その場合、電波の到来角を推定するための複数アンテナなどの構成
が誘導装置２５内に組み込まれている必要があるが、本願の発明の内容とは直接関係しな
いため、説明を省略する。
【０１４５】
　誘導信号生成部２４では、レーダ装置２３から入力された情報に基づいて、飛翔体を誘
導するための制御信号である誘導信号を生成し、飛翔体の飛翔方向、速度を制御する図示
しない駆動部を制御する。
【０１４６】
　本発明の適用範囲はレーダに限らない。周波数が変化する比率は既知であるが、具体的
な数値が未知である場合にその数値を検出する用途に使用できる。例えば、周波数ホッピ
ング信号を他端末が出力しているが、自端末とは発振器が同期していないような場合に、
他端末の信号を受信して、超解像度法によって周波数を推定するような場合に適用できる
。
【０１４７】
　また、周波数に限らずパルスの時刻を推定する場合にも適用できる。パルス時刻が変化
する割合は既知であるが、その絶対的な時刻は不明であるような場合に適用できる。また
、距離と時刻の次元は定数のかけ算の関係にあるので、同様に、距離検出にも利用できる
。さらに、一様リニアアンテナアレイに入力する１つの到来波の周波数が周波数ホッピン
グなどの理由によって、時間によって大きく変化し、アンテナアレイのアンテナ間隔を定
義する波長を一意に決められないような場合にも適用できる。
【０１４８】
　このように、本発明は、入力された複数のサンプル列が以下のような条件を満たす場合
に適用できる。すなわち、（１）ステアリングベクトルの各要素間の位相が等間隔である
こと、すなわち、フーリエ変換または逆フーリエ変換に適したサンプルの並びであること
、（２）当初得られるサンプル列では、サンプル列毎にそのステアリングベクトル要素間
の位相間隔が異なっており、そのままでは正しい相関行列が作れないが、位相間隔が異な
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る割合が既知であること、である。このような場合、本発明を適用することによって、超
解像度法による推定を高精度化することが可能となる。
【０１４９】
（実施の形態４）
　図１４は本発明の実施の形態４に係るパラメータ検出器１０６の構成を示す図である。
【０１５０】
図１４のパラメータ検出器１０６に、上記のような条件を満たした複数のサンプル列が入
力される。サンプル列はスナップショット生成部１０７に入力される。まず、変換部１０
８において、通常のフーリエ変換または逆フーリエ変換が適用される。
【０１５１】
　その結果は、スケール可変変換部１０３に入力され、変換部１０８で施した変換がフー
リエ変換である場合には、スケールを可変にした逆離散フーリエ変換、変換部１０８で施
した変換が逆フーリエ変換である場合には、スケールを可変にした離散フーリエ変換が施
されて、元のサンプル列と同じ次元の変換サンプル列を生成する。スナップショット計算
部１０４では、このような変換サンプル列から必要に応じて適切な長さのサンプル列を切
り出して、スナップショットを生成する。そのままの長さでよい場合には、スナップショ
ット計算部１０４は何もしない。超解像度法実行部１０５は、生成したスナップショット
を相関行列の形にして、超解像度法を実行し、周波数、時刻、角度などのパラメータを出
力する。図１５は、本発明の実施の形態３に係るパラメータ検出器１０６の動作処理を示
すフローチャートである。
【０１５２】
（実施の形態５）
　図１６は、本発明の実施の形態５に係るパラメータ検出器１０９の構成を示す図である
。図１４に示す本発明の実施の形態４に係るパラメータ検出器１０６とは変換部１０８と
スケール可変変換部１０３との位置が逆になっている。パラメータ検出器１０９に入力す
る同様のサンプル列はスナップショット生成部１１０において、まず、スケール可変変換
を受ける。スケール可変は、スケール可変の離散フーリエ変換または、スケール可変の逆
離散フーリエ変換である。スケール可変変換部１０３での変換が離散フーリエ変換である
場合、変換部１０８では逆フーリエ変換、スケール可変変換部１０３での変換が逆離散フ
ーリエ変換である場合には、変換部１０８ではフーリエ変換が行われる。それ以降は図１
４と同様である。図１７は、図１６に対応したフローチャートである。
【０１５３】
　なお、元々入力されるサンプル列と異なる次元で、相関行列を生成したい場合がある。
【０１５４】
すなわち、上述の合成帯域レーダの例であれば、パラメータ検出器に入力されるサンプル
列がパルス列ではなく、既に何かの前処理で、スペクトルになっている場合である。これ
までの例は、必ず、フーリエ変換と逆フーリエ変換がセットになっていたが、次元が異な
る状態で入力されるような場合には、変換はいずれか１回で良く、スケールを可変にした
離散タイプの変換を１回行えばよい。
【０１５５】
　この場合、パラメータ検出器１０１は図１８に示す構成となる。パラメータ検出器１０
１に入力されるサンプル列は、前処理で既に何かの変換を受けているか、あるいは、受信
の時点で次元が異なっているサンプル列である。これが、スケール可変変換部１０３でス
ケール可変の離散フーリエ変換か逆離散フーリエ変換を受ける。フーリエ変換か逆変換か
は、入力されるサンプル列の次元によって異なる。変換を受けて得られた変換サンプル列
は、図１４、図１６と同様に、スナップショットにされ、相関行列にされ、超解像度推定
されて、推定パラメータが出力される。図１９は、図１８に示すパラメータ検出器１０１
に対応する動作処理のフローチャートである。
【０１５６】
　なお、本発明は上記実施の形態そのままに限定されるものではなく、実施段階ではその
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されている複数の構成要素の適宜な組み合わせにより、種々の発明を形成できる。例えば
、実施の形態に示される全構成要素から幾つかの構成要素を削除してもよい。さらに、異
なる実施の形態にわたる構成要素を適宜組み合わせてもよい。
【符号の説明】
【０１５７】
１　ドップラ周波数検出器
２　ベースバンド変換部
３　ＦＦＴ部
４　ピーク整合ＩＤＦＴ部
５　周波数推定部
６　相関行列生成部
７　超解像度法実行部
８　ダウンコンバージョン部
９　Ａ／Ｄ変換部
１０　復調部
１１　ドップラ周波数検出器
１２　ピーク整合ＤＦＴ部
１３　ＩＦＦＴ部
１４　移動速度計算部
１５　速度検出器
１６　アンテナ
１７　発振器
１８　送信部
１９　受信ＲＦ部
２０　周は数ステップ代表値抽出部
２１　補正部
２２　レンジ計算部
２３　レーダ装置
２４　誘導信号生成部
２５　誘導装置
２６、２７　変換スケール入力端子
２８　周波数制御部
２９　サーキュレータ
１０１　パラメータ検出器
１０２　スナップショット生成部
１０３　スケール可変変換部
１０４　スナップショット計算部
１０５　超解像度法実行部
１０６　パラメータ検出器
１０７　スナップショット生成部
１０８　変換部
１０９　パラメータ検出器
１１０　スナップショット生成部
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